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研究成果の概要（和文）： 本研究では、終末期高齢者の意思表示を阻害する要因を明らかにし、その結果を反
映した意思決定を支援するための教育プログラムを開発した。さらに、これを用いて、高齢者市民を対象とした
研修会を開催した。
　主な成果として、終末期をその人らしく生ききるためには、主体的な意思表示が不可欠であり、最終段階を迎
える前から、終末期ケアに関する知識を習得し、高齢者自身がセルフケア遂行を自覚することの重要性が示唆さ
れた。　

研究成果の概要（英文）：　This study clarified the barriers to decision-making of the terminally ill
 elderly and created an educational program to support decision-making reflecting the results. In 
addition, the workshops were held for elderly citizens. The main results suggest that expression of 
intention is essential for living the end of life as a person, and that it is important for the 
elderly to acquire knowledge about end-of-life care and to be aware of the performance of self-care 
themselves even before reaching the final stage.

研究分野： 　エンドオブライフケア看護学

キーワード： 高齢者市民を対象とした啓発教育　最終段階を生ききるための意思表示　エンドオブライフケア教育プ
ログラム

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　患者が医療やケアに主体的に参加するには、患者の意思表示が重要な鍵となる。そこで、本研究では意思表示
を阻害する要因を反映させた教育プログラムの開発し、高齢者市民を対象とした研修会を開催した。
　これによる学術的意義は、実態調査や文献レビューにより示唆された意思表示の阻害要因を根拠として教育プ
ログラムの開発に反映したことであり、さらにその有用性を検証していることにある。
　社会的意義としては、人生の最終段階をその人らしく生ききるために、終末期ケアにおける意思表示が重要で
あること、セルフケア遂行の必要性を自覚することが示唆されことに対して、研修会への参加が効果的であると
示唆されたことである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景（本研究課題申請時における背景・動機について、簡潔に記入） 

医療者中心の積極的治療が優先される病院において、どれだけの患者が、受けたい医療を自分で 

決め、望んだ場所で、死にゆくプロセスが重視された終末期を過ごしているだろうか。医療機関 

で過ごす多くの終末期患者は在宅死を願いつつも、その８割が病院や診療所で死を迎えており、 

在宅での死亡率はわずかに12％に過ぎないと報告されている（厚生労働省, 2010）。こうした現

状の背景には、次の２つの問題があると考える。 

その１つに医療職の消極的態度である。終末期医療や余命告知において、患者本人よりも家族の 

意向が優先されている。厚生省（2014）による終末期医療に関する意識調査においても、被験者 

の半数が終末期医療について家族と話し合っていないと報告されている。最近では早期から事前

指示書を作成しＡＣＰ（アドバンスケアプランニング）が実施されつつある。しかしながら、臨

死期にその事前指示書は活かされず、余命告知後の患者の心理面へのフォローは不十分であるの

が実態である。こうした余命告知のあり方や医療職者の態度が、余命認識のずれを生じさせ、患

者の主体的な意思表示を阻む要因になり、患者にとって不本意な終末を迎えさせていると推測さ

れる。 

もう１つは人々の終末期に対する認識不足である。これまでの終末期医療は「がん」に特化して 

一般病院で実施されてきた。しかし、病院のがん患者だけがエンドオブライフケア（以後EOLCと 

略す）の対象ではなく、さまざまな疾患や症状・苦痛をもちながら終末期を迎える人々も対象で 

あるという認識不足があり、これに対する教育的対策が課題になっている。また、終末期はあら 

ゆる年齢層を含み、病院だけでなく、在宅、老人ホーム、ホスピスなどでのさまざまな場で終焉を 

迎えているしかもさまざまな疾患により終末期の期間や病態も異なる。人々のこうした認識不 

足や理解不足に対して、具体的な教育的支援が必要であると考える。 
本研究においては、医療職者だけでなく、一般市民を対象に、終焉を迎えるさまざまな場面を想定 

して、終末期患者の QOL・QODD を重視した EOLC 教育を構想している。特に、多くの患者が在宅死を希

望している現状を考えると、厚労省（2014）が指摘したように、本人の希望を尊重した仕組みや環境を

整備するためには、地域における患者とその家族の生活に焦点を合わせた EOLC 体制の確立を目標に、

医療職者と高齢者市民が合同した場で、EOLC 教育の実施が必要不可欠であると考える。 

 

２．研究の目的 

本研究では、先ず、終末期患者の意思表示を阻害する要因を、エキスパートナースの面接調査や文献

レビューなどにより明らかにする。次に、特定された意思表示阻害要因が終末期患者の病気や生活に

どのように影響を与えているかという観点から、医療職者や高齢者市民を対象としたエンドオブライ

フケア教育プログラムを開発する。そして、この教育プログラムに基づく教育介入を、高齢者市民と医

療職者合同の研修会で実施することにより、QOL・QODD を重視したエンドオブライフケアに対する高齢

者の認識を高めることを目的としている。 

 
３．研究の方法 
上記の目的のために、以下のような 5段階を踏んでアプローチする。 
第 1 段階：終末期患者の意思表示阻害場面の実態把握と意思表示阻害要因の明確化 

末期の予後告知前後の状況と、在宅移行が困難な状況を設定して、エキスパートナースに面接調査

を実施し、得られたデータの内容分析により、上記２状況における終末期患者の意思表示阻害場面の

実態把握と意思表示阻害要因を抽出する。 

第 2 段階：EOLC 教育プログラムを開発：プログラムの内容と教育介入プロセスの検討 

(1)教育プログラム内容の検討 

第１研究の結果をもとに、以下のような教育内容を検討する。①終末期患者・家族の意思表示場面の
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実態とその阻害因子、②終末期における病気と生活行動の軌跡、③医療に関連したバリア因子、緩和

ケア、エンドオブライフケア、ホスピスケア、グリーフケア、④Total Pain と QOL & QODD の軌跡 

(2)教育介入方法の検討：知識・技術・態度などの３領域などに分類し、講義・グループワーク討議・

ロールプレイなどの教育介入方法について検討 

第３段階：EOLC 教育プログラムの効果を測定するために評価指標の作成 

研究１で明らかにされたエンドオブライフケアに関する知識・態度（考え方）から教育プログラムの

効果を測定するための評価指標を作成する 

第４段階：開発された EOLC 教育プログラムを用いて研修会を実施 

高齢者市民のエンドオブライフケアに対する認識と態度の変容に求め、65 歳以上の高齢者市民を対

象に、研究２で開発された EOLC 教育プログラムを用い教育介入を、研修会を開催して実施する。 

第５段階：開発された EOLC 教育プログラムの効果と教育介入プロセスの評価 

教育プログラムの効果を第 4 段階で実施された教育介入前後で評価指標を用いて比較し検証する。

また教育介入プロセスの評価は、教育環境やエンドオブライフケアに関与する要因との関連で分析を

行う。 
 

４． 研究の成果 

 (1)高齢者市民を対象とした啓発教育プログラムの開発 

内容は、第Ⅰ段階の実態調査と文献レビューにより、下記のようなエンドオブライフ期の QOL＆QODD の

阻害因子を明らかにした結果、講義内容と演習内容を厳選することができた。冊子の内容は講義と演

習から構成した。 

講義は、①エンドオブライフ（EOL）の特徴、医療やケアの現状、②エンドオブライフケア、地域包

括ケアシステム、認知症高齢者施策、在宅ケア、③医療における意思決定、意思表示の手段、事前指示

書や ACP、意思表示を阻むもの、④人生の最期をその人らしくいききるために、などの 4 部から構成し

た。A4版のスライド資料を配布し、スライドによるプレゼンを実施した。 

演習では、①「事例：慢性閉塞性呼吸器疾患の患者が急変し、人工呼吸器を装着するかどうか」を考

えてみよう、②エンディングノートを書いてみよう、というテーマでグループワークとした。1グルー

プは 5～6名で構成。 

(2) エンドオブライフケアに関する知識・態度評価尺度の作成 

主な目的は教育プログラムの効果を測定することであるが、研修会に対する意見や感想も含めた。

質問項目は研修会で用いるために簡単明瞭であることを留意とした。質問紙は、エンドオブライフケ

アに関する知識 5項目と態度 5項目、研修会の評価 7項目、プロフィール項目 5項目から構成した。 

 

(3)開発した教育プログラムを用いた研修会の実施 

教育プログラムの効果を検証するために、教育介入前後に、上記（2）で作成したエンドオブライフ

ケアに関する知識・態度評価尺度を用いて調査を実施し、以下のような結果を得た。   

 

分析対象者のプロフィールの概略 

3か所で研修会に参加した70名の内、分析対象者は66名であった。年齢は65歳以下が22名（33％）、

66 歳～70 歳は 10 名（15％）、71 歳以上は 31 名（47％）、無回答 3名（4％）であった。性別では、男

性 14 名（21％）、女性 49名（74％）、無回答３名（5％）であった。 
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エンドオブライフケアに関する知識習得の

向上と主体的な考え方への変化 

エンドオブライフケアに関する知識得点

(5 点満点)は、研修前 2.50 から研修後 3.62

で有意差（p＜ .01）が認められた。 

またエンドオブライフケアに対する考え

方はすべての項目が上昇した（図１参照）。

特に「人生の最後をどこで迎える自分で考え

ておくべきである」の項目では、有意な差が

認められた（p＜ .05）。 

 

研修会における講義と演習に対する評価（図２・図３・図４参照） 

 配布資料とスライドを用いた講義に対して、「かなり理解できた」27％、「理解できた」59％で 87％

が理解できており、その背景には、研修に対する関心が高かったことによる影響が推測される。 

 演習では、「とても満足している」41％、「満足している」 

55％で、演習参加での満足感は非常に高かった。配布資料とスライドによる提示かした事例「慢性閉塞

性呼吸器疾患の患者が急変し、人工呼吸器を装着するかどうか」について、４事項（①あなたがＡさん

の立場であれば、人工呼吸器装着についてどのように考えますか。②あなたがＡさんの妻の立場であ

れば、人工呼吸器装着についてどのように考えますか。

③Ａさんの妻のように代理意思決定をすることについ

てどう思いますか。④最後まで自分らしく生ききるた

めに、もしもの時のために今準備できることはどんな

ことであると思いますか）について、グループで検討

した。非常に高満足を示した背景には、参加者にとっ

て非常に関心が高い内容であったことと、グループワ

ークに直接参加し、グループ内での意思表示が可能で

あったことと関連しているものと推測される。 

 エンディングノートの作成については、上記の講義

や事例検討の演習に比較して、「とても適切である」

18％、「適切である」56％で、74％と低かった背景には、

エンディングノートの作成には時間不足だったことが

あると考えられる。 

 



4 
 

研修会の内容に対して、「とても満足している」41％、「満足している」53％であり、また研修会での学

びは実際の生活に役立ちそうですかという質問にも、「かなり役立つ」36％、「役立つ」50％と評価は高

かった。 

 以上から、研修会の開催はコロナ感染禍の影響で制限を余儀なくされ続け、分析対象者は 66名であ

ったが、高齢者市民を対象としたエンドオブライフケアに関する啓発教育の観点からの成果はあった

ものと考える。 

(5)冊子「人生の最終段階を自分らしく生ききるための準備」の作成 

冊子はＡ3サイズで 70 ページから成り、ノート形式の

ため、講義や演習に対する研修者の理解を容易にしてい

る。今後、エンドオブライフケアに関するさまざまな啓

発教育の資料として、有意義と考える。 

 今後は、作成した冊子（右記）を用い、一般高齢者だ

けでなくその家族を含めて研修会や老人ホームなどでも

研修会を開催してゆきたいと考えている。 

 研修の目的として、①最終段階における身体と心の変

化の理解、②最終段階の医療やケアの理解、③自分自身

の考え・意思を伝える必要性の理解を挙げた。 

講義の内容は 4 部から構成してた。講義 A では①エン

ドオブライフ（EOL）の特徴、②EOL をどこで迎えるか、

③医療とケアの現状について、④ EOL の QOL と QODD、講

義 B では、①エンドオブライフケア、②地域包括ケアシ

ステム、③認知症高齢者施設：オレンジプランと新オレ

ンジプラン、④ 在宅ケアの現状、⑤訪問看護ステーショ

ン、講義 C では、、①医療における意思決定の 3 パターン、②最終段階における医療の決定プロセス、

③意思表示の手段、④ 事前指示書の問題点と対策、⑤ACP に期待されること、⑥意思表示を阻むもの、

最後の講義 D において、人生の最後をその人らしく生ききるためにというテーマで討議をしてまとめ

るなどを具体的な内容とした。 

 

（6）今回の研究成果に基づく高齢者のエンドオブライフケアの現状と課題に関する講演 

日本地域共生ヘルスケア学会第一回学術集会において、シンポジュウムⅡ「アジア諸国のグローバル・

エイジングから考えるエンドオブライフケア」に、パネリストとして参加した。『我が国における高齢

者のエンドオブライフケアの課題』のテーマで講演をし、参加国のタイ、マレーシア、インドにおける

高齢者に対するエンドオブライフケアの現状について共有することに貢献した。 

  

今後、高齢者市民を対象とした研修会を開催し、啓発教育を進めたい。また高齢者福祉施設の介護者

らにも、開発した冊子を用いて教育介入を進めたいと考えている。本研究を得られた成果は関連学会

で報告する計画である。 
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